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定時株主総会開催日 平成18年12月20日 単元株制度採用の有無 無

１．平成18年９月期の業績（平成17年10月1日～平成18年9月30日）

(1）経営成績 （百万円未満切り捨て)

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月期 31,007 41.6 1,054 329.6 923 226.2

17年９月期 21,903 71.4 245 － 283 －

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年９月期 1,541 2.9 2,342 68 2,324 45 7.2 3.2 3.0

17年９月期 1,497 △43.8 4,590 53 4,525 91 8.9 1.4 1.3

（注）①期中平均株式数 18年９月期        657,961株 17年９月期 326,306株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）財政状態  （百万円未満切り捨て)

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月期 37,733 26,087 69.1 39,560 67

17年９月期 20,830 16,903 81.2 51,576 47

（注）①期末発行済株式数 18年９月期       659,424株 17年９月期 327,742株

②期末自己株式数 18年９月期 －株 17年９月期 －株

２．平成19年９月期の業績予想（平成18年10月1日～平成19年9月30日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 39,000 1,000 500

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　758円　24銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
（％）

純資産配当
率（％）第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

17年９月期 － － － 1,200  1,200 393 26.1 2.3

18年９月期 － － － 900 － 900 593 38.4 2.8

19年９月期（予想） － － － 1,000 － 1,000    
 

 

 ※平成17年11月18日付をもって普通株式１株を２株に分割しておりますので、1株当たり指標遡及修正値（20ペー

ジ）をご参照ください。

（注）①業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、リスクや不確定な要　

素等の要因が含まれており、実際の成果や業績等は記載の予想とは異なる可能性があります。 

 ②上記予想に関する事項につきましては、決算短信（連結）の添付資料（10ページ）をご参照ください。
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【参考】業績の概況（四半期）

 （単位：百万円）

平成18年９月期
第１四半期

平成18年９月期
第２四半期

平成18年９月期
第３四半期

平成18年９月期
第４四半期

売上高 5,969 6,934 7,597 10,506

営業利益 △342 △257 △234 1,888

経常利益 △310 △224 △225 1,684

四半期純利益 2,198 △319 △155 △181

総資産 22,739 25,186 24,684 37,733

純資産 18,515 19,430 19,004 26,087

平成17年９月期
第１四半期

平成17年９月期
第２四半期

平成17年９月期
第３四半期

平成17年９月期
第４四半期

売上高 4,237 5,046 5,696 6,922

営業利益 △188 △138 △24 597

経常利益 △220 △84 △19 607

四半期純利益 236 1,044 △111 329

総資産 19,514 20,275 20,392 20,830

純資産 16,323 16,778 16,639 16,903
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個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成17年９月30日）
当事業年度

（平成18年９月30日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１　現金及び預金   6,647,341   8,141,761  1,494,419

２　受取手形   46,090   18,211  △27,876

３　売掛金 ※３  2,877,092   3,621,561  744,469

４　有価証券   246,135   155,661  △90,473

５　商品   5,409   －  △5,409

６　仕掛品   46,494   37,959  △8,534

７　貯蔵品   236   －  △236

８　営業投資有価証券 ※５  733,550   15,359,991  14,626,440

９　前払費用   178,013   159,217  △18,796

10　短期貸付金 ※３  217,313   80,776  △136,537

11　未収入金 ※３  651,064   313,184  △337,880

12　立替金 ※３  233,494   217,371  △16,122

13　その他 ※３  14,761   15,703  942

貸倒引当金   △42,834   △10,063  32,770

流動資産合計   11,854,164 56.9  28,111,337 74.5 16,257,173

Ⅱ　固定資産         

１　有形固定資産         

(1）建物  174,533   220,148    

減価償却累計額  △56,874 117,659  △72,499 147,648  29,989

(2）車両運搬具  7,400   12,521    

減価償却累計額  △2,163 5,236  △4,514 8,006  2,770

(3）工具器具備品  682,157   584,477    

減価償却累計額  △203,070 479,087  △401,117 183,360  △295,727

(4）建設仮勘定   28,318   －  △28,318

有形固定資産合計   630,302 3.0  339,016 0.9 △291,285

２　無形固定資産         

(1）営業権   48,416   34,650  △13,766

(2）ソフトウェア   485,105   364,130  △120,974

(3）ソフトウェア仮勘定   95,591   28,829  △66,761

(4）電話加入権   1,020   1,020  0

(5）その他   2,250   1,750  △499

無形固定資産合計   632,384 3.1  430,381 1.1 △202,003
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前事業年度

（平成17年９月30日）
当事業年度

（平成18年９月30日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

３　投資その他の資産         

(1）投資有価証券  ※５  3,194,046   2,520,869  △673,176

(2）関係会社株式 ※５  3,327,821   5,413,225  2,085,403

(3）長期貸付金   158,175   207,600  49,425

(4）従業員長期貸付金   1,990   1,549  △441

(5）関係会社長期貸付金   389,385   245,198  △144,187

(6）敷金・保証金   641,747   668,058  26,311

(7）保険積立金   626   728  101

 (8）その他 ※３  5,043   3,487  △1,555

貸倒引当金   △5,612   △208,014  △202,402

投資その他の資産合計   7,713,223 37.0  8,852,700 23.5 1,139,477

固定資産合計   8,975,909 43.1  9,622,097 25.5 646,188

資産合計   20,830,074 100.0  37,733,435 100.0 16,903,361

         

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１　買掛金 ※３  1,850,690   2,659,761  809,070

２　未払金 ※３  535,870   826,280  290,409

３　未払費用   172,201   211,841  39,640

４　未払法人税等   738,465   1,815,379  1,076,914

５　未払消費税等   39,818   67,482  27,664

６　前受金 ※３  112,118   184,500  72,382

７　預り金   25,493   59,924  34,431

８　ポイント引当金   70,414   92,329  21,914

９　繰延税金負債   －   5,635,221  5,635,221

10　その他   5,775   16,192  10,417

流動負債合計   3,550,848 17.0  11,568,915 30.7 8,018,067
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前事業年度

（平成17年９月30日）
当事業年度

（平成18年９月30日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅱ　固定負債         

１　繰延税金負債   375,450   77,263  △298,186

固定負債合計   375,450 1.8  77,263 0.2 △298,186

負債合計   3,926,298 18.8  11,646,178 30.9 7,719,880

         

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※１  6,591,046 31.6  － － －

Ⅱ　資本剰余金 ※１        

１　資本準備金  1,677,721   －    

２　その他資本剰余金         

(1）資本金及び資本準備
金減少差益

 4,167,932   －    

(2）自己株式処分差益  80,512   －    

資本剰余金合計   5,926,166 28.5  － － －

Ⅲ　利益剰余金         

　　当期未処分利益  3,935,155   －    

利益剰余金合計   3,935,155 18.9  － － －

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

  451,406 2.2  － － －

Ⅴ　自己株式   －   － － －

資本合計   16,903,775 81.2  － － －

負債・資本合計   20,830,074 100.0  － － －
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前事業年度

（平成17年９月30日）
当事業年度

（平成18年９月30日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本  

１　資本金 ※１ － － 6,722,866 17.8 －

２　資本剰余金 ※１

(1）資本準備金  － 1,809,541  

(2）その他資本剰余金    

①資本金及び資本　
準備金減少差益 

 － 4,167,932  

②自己株式処分益  － 80,512  

資本剰余金合計  － － 6,057,986 16.0 －

３　利益剰余金  

繰越利益剰余金  － 5,083,258  

利益剰余金合計  － － 5,083,258 13.5 －

株主資本合計  － － 17,864,111 47.3 －

Ⅱ　評価・換算差額等  

１　その他有価証券評価
差額金

※４ －  8,223,145  －

評価・換算差額等合計  － － 8,223,145 21.8 －

純資産合計  － － 26,087,256 69.1 －

負債純資産合計  － － 37,733,435 100.0 －
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高         

１　メディア事業
　　・広告代理事業

 20,281,368   27,704,900    

２　投資育成事業  1,621,972 21,903,340 100.0 3,303,063 31,007,963 100.0 9,104,623

Ⅱ　売上原価         

１　メディア事業
　　・広告代理事業

 15,609,004   22,871,736    

２　投資育成事業  165,788 15,774,793 72.0 370,125 23,241,862 75.0 7,467,068

売上総利益   6,128,546 28.0  7,766,101 25.0 1,637,554

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  5,883,168 26.9  6,711,989 21.6 828,821

営業利益   245,378 1.1  1,054,111 3.4 808,733

Ⅳ　営業外収益         

１　受取利息 ※２ 19,315   10,831    

２　有価証券利息  53,498   51,180    

３　受取配当金  91   80    

４　有価証券売却益  －   4,626    

５　有価証券評価益  －   10,696    

６　雑収入  4,139 77,044 0.4 16,749 94,165 0.3 17,121

Ⅴ　営業外費用         

１　支払利息  －   69    

２　貸倒引当金繰入額  1,710   207,500    

３　貸倒損失  －   3,381    

４　有価証券評価損  1,676   5,483    

５　為替差損  5,213   1    

６　投資事業組合設立費用  30,000   1,393    

７　雑損失  627 39,227 0.2 6,759 224,589 0.7 185,361

経常利益   283,195 1.3  923,687 3.0 640,492
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前事業年度

（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

増減
（千円）

Ⅵ　特別利益         

  １　固定資産売却益 ※３ 6,541   6,298    

２　事業譲渡益  7,232   22,103    

３　投資有価証券売却益  2,310,624   1,348,990    

４　関係会社株式売却益  269   2,156,885    

５　貸倒引当金戻入益  － 2,324,668 10.6 31,938 3,566,215 11.5 1,241,547

         

Ⅶ　特別損失         

１　固定資産除却損 ※４ 207,274   95,987    

２　関係会社株式評価損  348,411   193,999    

３　関係会社整理損  143,642   －    

４　投資有価証券売却損  －   41,000    

５　投資有価証券評価損  49,499   58,598    

６　事業譲渡損  29,960   3,318    

７　事業撤退損  86,884   58,410    

８　賃貸契約解約損  －   25,748    

９　減損損失 ※５ －   714,980    

10　支払補償損失  44,491 910,164 4.2 60,000 1,252,044 4.0 341,879

税引前当期純利益   1,697,699 7.7  3,237,859 10.5 1,540,159

法人税、住民税及び事業税   199,781 0.9  1,696,466 5.5 1,496,684

当期純利益   1,497,918 6.8  1,541,392 5.0 43,474

前期繰越利益   2,437,237   －  －

当期未処分利益   3,935,155   －  －
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売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　メディア事業・広告代理事
業

     

１　媒体費  14,350,051 91.9 20,987,633 91.8

２　商品仕入高  81,823 0.5 10 0.0

３　労務費  341,101 2.2 355,325 1.6

４　外注費  500,521 3.2 777,895 3.4

５　経費  351,354 2.2 736,927 3.2

当期総仕入高  15,624,852 100.0 22,857,792 100.0

期首仕掛品たな卸高  34,482  46,494  

期首商品たな卸高  －  5,409  

合併による商品受入高  32,204  －  

　　合　計  15,691,539  22,909,696  

他勘定への振替高 ※２ 30,630  －  

期末仕掛品たな卸高  46,494  37,959  

期末商品たな卸高  5,409  －  

メディア事業・広告代理事業
売上原価

 15,609,004  22,871,736  

Ⅱ　投資育成事業      

 営業投資有価証券原価  165,788  370,125  

 投資育成事業売上原価  165,788  370,125  

当期売上原価  15,774,793  23,241,862  

　（注）　１　原価計算の方法

　　当社の原価計算は、実際個別原価計算であります。

※２　他勘定への振替高の内訳

項目 前事業年度（千円） 当事業年度（千円）

事業撤退損 30,630 －

合　計 30,630 －
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(3）利益処分案及び株主資本等変動計算書

 利益処分案

 
前事業年度

（平成17年12月18日） 

区分 金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益  3,935,155

Ⅱ　利益処分額   

配当金 393,290 393,290

Ⅲ　次期繰越利益  3,541,865

   

　（注）　表中の日付は株主総会承認日であります。 

 

 株主資本等変動計算書 

 当事業年度（自平成17年10月1日　至平成18年９月30日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金  利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他　　
　資本剰余金

資本剰余金
合計

繰越利益　
　剰余金

利益剰余金
合計

平成17年９月30日　残高 6,591,046 1,677,721 4,248,445 5,926,166 3,935,155 3,935,155 16,452,368

事業年度中の変動額

新株の発行 131,820 131,820 ― 131,820   263,640

剰余金の配当     △393,290 △393,290 △393,290

当期純利益     1,541,392 1,541,392 1,541,392

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
       

事業年度中の変動額合計 131,820 131,820 ― 131,820 1,148,102 1,148,102 1,411,742

平成18年９月30日　残高 6,722,866 1,809,541 4,248,445 6,057,986 5,083,258 5,083,258 17,864,111

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証
評価差額金

評価・換算差額
等合計 

平成17年９月30日　残高 451,406 451,406 16,903,775

事業年度中の変動額

新株の発行   263,640

剰余金の配当   △393,290

当期純利益   1,541,392

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
7,771,738 7,771,738 7,771,738

事業年度中の変動額合計 7,771,738 7,771,738 9,183,481

平成18年９月30日　残高 8,223,145 8,223,145 26,087,256
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）有価証券 (1）有価証券

ａ）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

ａ）子会社株式及び関連会社株式

同　左

ｂ）その他有価証券（営業投資有価証券

を含む）

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動

平均法により算定）を採用しており

ます。

ｂ）その他有価証券（営業投資有価証券

を含む）

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は主として移

動平均法により算定）を採用してお

ります。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用し

ております。

　なお、投資事業組合等に対する出

資金については、７　投資事業組合

（投資事業有限責任組合を含む）へ

の出資金に係る会計処理

に基づき処理しております。　

時価のないもの

同　左

２　たな卸資産の評価基準

　及び評価方法

 (1）商品

　総平均法による原価法を採用しており

ます。

(2）仕掛品

　個別法による原価法を採用しておりま

す。

 (1）商品

――――――

(2）仕掛品

同　左

(3）貯蔵品

　最終仕入原価法を採用しております。

(3）貯蔵品

同　左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。なお、主

な耐用年数は建物10～15年、工具器具備

品４～８年であります。

(1）有形固定資産

同　左

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。なおソフ

トウェア（自社利用）については、社内

における見込み利用期間（５年以内）に

よる定額法を採用しております。営業権

については、経済的耐用年数により、５

年以内で毎期均等額を償却しております。

(2）無形固定資産

同　左

(3）長期前払費用

均等償却をしております。

(3）長期前払費用

――――――
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項目
前事業年度

（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

４　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるために、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

み額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同　左

(2）ポイント引当金

　ライフマイル会員等の将来のポイント

行使による支出に備えるため、当期に付

与したポイントに対し利用実績率等に基

づき算出した、翌期以降に利用されると

見込まれるポイントに対する所要額を計

上しております。

(2）ポイント引当金

　　　　　　　同　左

５　収益及び費用の計上基準 　売上計上は役務提供完了基準によってお

ります。

同　左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同　左

７　投資事業組合（投資事業

有限責任組合を含む）への

出資金に係る会計処理

　投資事業組合（投資事業有限責任組合

を含む）への出資金に係る会計処理は、

組合の財務諸表に基づいて、組合の資産、

負債、収益及び費用を出資持分割合に応

じて計上しております。 

同　左

８　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同　左

(2）連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

(2）連結納税制度の適用

同　左
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会計処理の変更

前事業年度

（自　平成16年10月１日

　　至　平成17年９月30日）

当事業年度

（自　平成17年10月１日

　　至　平成18年９月30日）

 

――――――――

 (固定資産の減損に係る会計基準） 　

   当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日）及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号　平成15年10月31日）を適用しております。

　これにより税引前当期純利益は714,980千円減少してお

ります。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

　

 

――――――――

（貸借対照表の「純資産の部」の表示）

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号）に基づいて貸借対照表を作

成しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、26,087,256 

千円であります。

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

　前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「立替金」は、資産総額の100分の１を超えること

となったため、区分掲記することに変更いたしました。

　なお、前期末における「立替金」の金額は120,633千円

であります。 

　前期まで流動負債の「その他」に含めて表示しており

ました「繰延税金負債」は、資産総額の100分の１を超え

ることとなったため、区分掲記することに変更いたしま

した。

　なお、前期末における「繰延税金負債」の金額は1,164

千円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年９月30日）

当事業年度
（平成18年９月30日）

※１　授権株式数及び発行済株式総数 ※１　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 1,303,520株

発行済株式総数 普通株式 327,742株

授権株式数 普通株式      2,607,040株

発行済株式総数 普通株式        659,424株

※２　平成15年12月15日開催の定時株主総会において下記

の欠損填補を行っております。

※２　

 ―――――――

資本準備金 3,335,719千円

※３　関係会社に対する資産及び負債のうち、区分表記さ

れたもの以外で各科目に含まれているものは次のとお

りであります。

※３　関係会社に対する資産及び負債のうち、区分表記さ

れたもの以外で各科目に含まれているものは次のとお

りであります。

未収入金 583,337千円

立替金 226,964千円

買掛金 349,347千円

上記のほか、関係会社との

取引により発生した資産

 

217,526千円

買掛金     479,904千円

上記のほか、関係会社との

取引により発生した資産

 

  772,244千円

※４　商法施行規則第124条第３号の規定により、配当に

充当することが制限されている金額は、451,406千円

であります。

※４　　　　　　

 ―――――――

※５　有価証券の所有目的の変更

　従来、関係会社株式として表示しておりました株式

(211,800千円)、及び投資有価証券として表示してお

りました株式(109,650千円)につきましては、当会計

年度から投資育成事業を開始し、株式の所有目的の検

討を行った結果、投資育成事業目的に所有目的を変更

し、営業投資有価証券に振替えております。 

※５　有価証券の所有目的の変更

　従来、関係会社株式として表示しておりましたユミ

ルリンク株式会社の株式（０千円）につきましては、

当会計期間に同社の株式の大部分を譲渡し、関係会社

に該当しなくなったため、残存分についてその保有目

的を見直した結果、投資育成事業目的に所有目的を変

更し、営業投資有価証券に振り替えております。 

　６ 

 ―――――――

　６　当座貸越契約について

　当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

２行と当座貸越契約を締結しております。この契約に

基づく当事業年度の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。

　　　

当座貸越極度額の総額 2,500,000千円

借入実行残高  －千円

差引額  2,500,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

給与手当 2,411,035千円

法定福利費 328,633千円

支払家賃 327,439千円

広告宣伝費 608,147千円

給与手当    2,783,353千円

法定福利費      375,555千円

支払家賃      461,302千円

広告宣伝費      619,365千円

　販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。

　販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。

販売費に属する費用 約 33 ％

一般管理費に属する費用 約 67 ％

販売費に属する費用 約 31 ％

一般管理費に属する費用 約 69 ％

※２　関係会社との取引により発生した営業外収益は次の

とおりであります。 

※２　      　　

  ──────

受取利息 13,100千円    

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

工具器具備品  6,541千円 工具器具備品       6,298千円

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物付属設備 1,259千円

工具器具備品 15,213千円

ソフトウェア 40,129千円

営業権 135,410千円

原状回復費用 14,183千円

リース解約損 1,077千円

計 207,274千円

建物付属設備      17,494千円

工具器具備品       13,883千円

ソフトウェア       58,373千円

原状回復費用      5,439千円

リース解約損      796千円

計       95,987千円
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※５．　　　　　　　

 ──────

※５．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。

 　（１）減損損失を認識した主な資産

 
場所 用途 種類

東京都渋谷区 事業用資産  工具器具備品

東京都渋谷区 事業用資産  ソフトウェア

東京都渋谷区 事業用資産  建設仮勘定

東京都渋谷区 事業用資産
 ソフトウェア仮
勘定

東京都渋谷区 事業用資産  営業権

 （２）減損損失の認識に至った経緯

　メディア事業（広告）の一部事業につきまして、

当初想定していた収益を見込めなくなったため、当

該事業に係る資産グループについて減損損失を認識

しております。　

 （３）減損損失の金額 

工具器具備品      387,474千円

ソフトウェア      319,085千円

建設仮勘定 7,120千円

ソフトウェア仮勘定  800千円

営業権  500千円

計      714,980千円

 （４）資産のグルーピングの方法

　当社は減損会計の適用にあたり、事業単位を基準

とした管理会計上の区分に従って資産グルーピング

を行っております。

 （５）回収可能価額の算定方法

　当社の回収可能価額は使用価値を使用しており、

将来キャッシュ・フローの見積もりによって算定し

ております。

（株主資本等変動計算書関係）

 

 当事業年度　（自平成17年10月１日　至平成18年９月30日）

 　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　 該当ありません。 
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１．借主側  １．借主側

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

 千円 千円 千円

建物付属設備 1,172 147 1,024

工具器具備品 116,526 14,450 102,075

ソフトウェア 5,160 440 4,720

合計 122,858 15,038 107,820

 
取得価額
相当額

減価償却累
計額相当額

期末残高
相当額

 千円 千円 千円

工具器具備品 181,449 32,203 149,245

ソフトウェア 3,281 601 2,679

合計 184,730 32,805 151,925

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額

１年内 21,268千円

１年超 87,231千円

合計 108,499千円

１年内       33,294千円

１年超      119,803千円

合計      153,097千円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 12,846千円

減価償却費相当額 12,144千円

支払利息相当額 1,195千円

支払リース料       26,481千円

減価償却費相当額       25,207千円

支払利息相当額      2,057千円

（４）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

（４）減価償却費相当額の算定方法

同左

（５）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

（５）利息相当額の算定方法

同左

 

 

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。 

 

―――――――

 ２．転貸リース

 上記借主側のファイナンス・リース取引には、同一

の条件で関係会社にリースしている取引が含まれてお

ります。

当該転貸リース取引に係る貸主側の未経過リース料当

期末残高相当額は次のとおりであります。

 

 

 

１年内       5,190千円

１年超       17,172千円

合計       22,363千円

（注）上記転貸リースに係る金額は、利息相当額の合

理的な見積額を控除しない方法によっておりま

す。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成17年９月30日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 （単位：千円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 603,647 21,223,080 20,619,432

関連会社株式 830,700 1,491,000 660,300

計 1,434,347 22,714,080 21,279,732

（注）当社の関連会社であるジェット証券株式会社は、日本証券業協会が運営する気配公表銘柄制度（グリーンシート）

に登録しております。上表における時価は、同制度の取引価額に基づき算定しております。 

当事業年度（平成18年９月30日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 （単位：千円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

子会社株式 603,647 9,158,280 8,554,632

計 603,647 9,158,280 8,554,632

 

－ 18 －



（税効果会計関連）

前事業年度
（平成17年９月30日）

当事業年度
（平成18年９月30日）

(１)　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 （繰延税金資産）

(１)　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 （繰延税金資産）

投資有価証券評価損 150,062千円

関係会社株式評価損 484,180千円

ソフトウェア償却超過額 70,915千円

営業権償却超過額 89,247千円

繰越欠損金 611,074千円

その他 151,007千円 

繰延税金資産　小計 1,556,489千円

評価性引当額 △1,556,489千円 

繰延税金資産　合計 －千円 

営業投資有価証券評価損 97,902千円

未払事業税否認 126,470千円

貸倒引当金繰入限度超過額 93,641千円

固定資産減損損失否認 290,925千円

ソフトウェア償却超過額 56,942千円 

投資有価証券評価損 190,615千円

関係会社株式評価損 551,964千円

営業権償却超過額 34,477千円

その他 155,351千円 

繰延税金資産　小計 1,598,293千円

評価性引当額 △1,598,293千円 

繰延税金資産　合計 －千円 

 （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 375,450千円

計 375,450千円 

繰延税金負債　合計 375,450千円

繰延税金負債の純額 375,450千円

 （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 5,712,485千円

計 5,712,485千円 

繰延税金負債　合計 5,712,485千円

繰延税金負債の純額 5,712,485千円

(２)　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳 

法定実効税率 40.69 ％

（調整）   

評価性引当金 △25.56 ％

法人税・法人事業税等の特別

控除額
△3.05 ％

その他  △0.31 ％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

11.76 ％

   

(２)　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳 

法定実効税率 40.69 ％

（調整）   

評価性引当金 14.24 ％

法人税・法人事業税等の特別

控除額
△1.47 ％ 

交際費等の永久差異 1.02 ％

連結納税対象会社離脱による影

響額
△3.23 ％

住民税均等割額 0.26 ％

その他  0.88 ％

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

52.39 ％
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

１株当たり純資産額 51,576円　47銭       39,560円  67銭

１株当たり当期純利益 4,590円　53銭      2,342円  68銭

潜在株式調整後

        １株当たり当期純利益
4,525円　91銭    2,324円  45銭

 

　当社は、平成16年11月19日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っておりま

す。当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前期の１株当たり情報に

ついては、以下のとおりとなります。

　当社は、平成17年11月18日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っておりま

す。当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前期の１株当たり情報に

ついては、以下のとおりとなります。

 

１株当たり純資産額　 51,948円 97銭

１株当たり当期純利益

     8,277円 89銭

１株当たり純資産額  25,788円  24銭

１株当たり当期純利益

          2,295円  27銭

 

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

       8,096円 28銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

          2,262円  96銭

 

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、下記のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

当期純利益 1,497,918千円          1,541,392千円

普通株主に帰属しない金額 ― 千円 ― 千円

普通株式に係る当期純利益 1,497,918千円          1,541,392千円

普通株式の期中平均株式数

期中平均

発行済株式数
327,029株

期中平均

自己株式数
△723株

期中平均株式数 326,306株

期中平均

発行済株式数
657,961株

期中平均

自己株式数
－株

期中平均株式数  657,961株

普通株式増加数

4,659株

（うち新株引受権：　 917株）

（うち新株予約権： 3,742株）

     5,160株

（うち新株引受権：　　 75株）

（うち新株予約権：  5,085株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

普通株式に対する新株予約権

（新株予約権の数　5,490個）

普通株式に対する新株予約権

（新株予約権の数  6,680個）

１株当たり指標遡及修正値

　　決算短信に記載されている１株当たり指標を18年９月期の数値を100として、これまでに実施した株式分割に伴う

　　希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなります。

 17年９月期 18年９月期

  中　間  期　末  中　間  期　末

 円　　　銭  円　　　銭  円　　　銭  円　　　銭

 １株当たり当期純利益 1,967      61 2,295      27 2,859      54 2,342      68

 １株当たり配当金 ― 600      00 ― 900      00

 １株当たり純資産 25,711      85  25,788      24 29,517      40  39,560      67

　（注）18年９月期に株式分割を実施

　　　　効力発生日　17年11月18日に１：２の株式分割
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

１　株式分割について

　平成17年８月11日開催の取締役会の決議に基づき、次の

ように株式分割による新株式を発行しております。

 

――――――――　

(1）平成17年11月18日付をもって普通株式１株を２株に

分割いたしました。

①　分割により増加する株式数

普通株式　327,742株

 

 

 

②　分割方法

　平成17年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載された株主を対象に、普通株式１株を２株

に分割いたしました。

　以上により、平成17年11月18日現在の発行済株式

総数は、655,484株※となりました。

※平成17年11月18日現在の発行済株式総数は、平成

17年９月30日を基準日とする２分割の比率に応じて

参考値を記載しております。

 

 

 

 

 

(2）配当起算日 平成17年10月１日   

(3）当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

１株当たり情報については、それぞれ以下のとおり

となります。

 

 

 

前期（第７期）  

１株当たり純資産額 51,948円97銭

１株当たり当期純利益 　8,277円89銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

8,096円28銭

  

  

 

 

当期（第８期）  

１株当たり純資産額 25,788円24銭

１株当たり当期純利益 2,295円27銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

2,262円96銭
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前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

当事業年度
（自　平成17年10月１日
至　平成18年９月30日）

２　重要な子会社の株式の譲渡ついて

　平成17年12月15日開催の取締役会において、当社子会社

である株式会社シーエー・モバイルの株式の一部の譲渡契

約を締結することを決議し、同日付で株式の譲渡をいたし

ました。

　(1)譲渡の理由：業務提携を含めた連携強化の為

　(2)当該子会社の概要

 　　・商号　　：株式会社シーエー・モバイル

 　　・事業内容：モバイル専門の広告、コンテンツ、

　　　　　　　　 ＥＣ事業

　(3)譲渡の日程：平成17年12月15日

　(4)当該子会社株式の売却に関する内容

　　①譲渡先

　　　・株式会社サイバー・コミュニケーションズ

　　　・電通ドットコム第一号投資事業有限責任組合

　　②譲渡株数 ：450株（発行済株式数（議決権総数）に

　　　　　　　　対する割合　11.25％）

　　③譲渡金額 ：1,800,000千円

　　④売却後の持分比率：88.75％

 　 ⑤関係会社株式売却益：1,777,500千円

 　

――――――――　
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（役員の異動）

(1）代表者の異動

該当事項はありません。

(2）その他の役員の異動

記載が可能になり次第「決算発表資料の追加（役員の異動）」として開示いたします。

なお、追加開示の時期は平成18年11月17日を予定しております。
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